第５回大阪府新公会計制度アドバイザリー会議　議事要旨

日　時：平成２１年１２月７日（月）１０時から１２時
場　所：新別館北館５階　共用会議室４
出席者：新公会計制度アドバイザー（小幡寛子氏、清水涼子氏）

総務部副理事（新公会計制度PT長）ほか６名

【大阪府の新公会計制度(中間報告案)に関するアドバイザーの主な意見】
（第4回アドバイザリー会議でいただいた、「中間報告(案)」に対する御意見も含む。）
· 「新公会計制度」の定義づけ、導入意義を改めて明確にしておくべき。

· 総務省の２モデルとの相違点、採用しない理由を分かりやすく明確に記載すべき。

· 出納整理期間中の増減を含めることの利点を総合的に検討し、大阪府の財務諸表は、出納整理期間を含む金額とすること。なお、残高検証の重要性から、附属明細票で出納整理期間を除いた財務情報を表示すると説明するべき。
· 基金借入金については、内部取引として本来は相殺し、借入金残高のみを計上するという考え方もある。しかし、自治体の隠れた借金を明らかにするため、基金借入金は基金の控除科目として表示することをきちんと説明すべき。
· 税収について、出資説を採用しないことを明確に記載すべき。

· 国庫支出金について、公営企業会計においても資本取引の見直しが行われていることなどから収益的収入とすること、固定資産形成の財源に充てられている分については、注記等で表示することを検討することを明記すべき。

· 出資金については、減損処理を行うとしているが、他の固定資産についても、減損処理を検討する旨記載すべき。

※上記のほか、構成、字句、今後の検討課題等について多くの御意見をいただいた。

これらの御意見を踏まえ、必要な訂正を加えた上で「大阪府の新公会計制度～真の地域主権の確立に向けた取組み～(中間報告)」を平成21年12月25日に公表した。
（中間報告とは）

　新公会計制度導入に関わる会計処理、システム、活用方策等について、現時点までの検討状況と今後の検討の方向性をまとめたもの。この中間報告の内容について広く御意見をいただき、更に詳細な検討を実施していくこととしている。
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